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令和５年度伊予市水道事業会計決算

令和６年５月３１日から令和６年６月２５日まで

態を適正に表示しているものと認められた。

審査の結果

の発揮及び公共の福祉の増進に努めているか否かを総合的に検討し審査した。

　審査に付された決算報告書・財務諸表・決算附属書類は、地方公営企業法その他関係法

令に準拠して作成されており、かつ決算の計数は正確で、水道事業の経営成績及び財政状

の経営内容を把握するため経営成績及び財政状態の分析により、経営の本旨とする経済性

水道事業会計決算審査意見書

審査の対象

審査の期間

審査の方法

　決算審査に当たっては、提出された決算報告書・財務諸表・決算附属書類が適正に表示

され、かつ正確に記録されているか否かについて証拠書類等と照合するとともに、本事業
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　表中の有収水量とは、水源から送られた水量のうち料金対象となって使用された水量のことで、
有収率はその度合いをいう。              
　近年の夏季の気温は高温を記録しており、令和５年度においても非常に高温であったため上水道              
事業の年間配水量は、前年度に比べ58,452㎥（1.5％）増加したものの、年間総有収水量は、48,330㎥
（1.4％）減となった。              
　簡易水道事業も同様に年間配水量は、前年度に比べ 1,792 ㎥（0.7％）増となり、年間総有収水量              
は、8,252 ㎥（4.0％）減となった。              
　上水道事業の有収率は、85.7％で前年より 2.5 ポイント減少している。              
　簡易水道事業の有収率は、81.9％で前年より 4.0 ポイント減少している。                                  



－ ３ －

上水道事業の過去 5か年の供給単価及び給水原価は、上記のとおりである。         
①　供給単価について        
　　給水収益は、552,096千円で、前年度に比べ20,726千円（3.9％）増加している。その主な理由は、        
　コロナ交付金に伴う水道料金減免事業が 2期分から 1期分へ減したためである。         
　　供給単価は㎥当たり160.63円で、前年度より8.18円増加している。        
②　給水原価について        
　　給水に要する費用は、512,275 千円で、前年度より33,669千円（6.2％）減少している。その主な
　理由は、耐震化工事の進捗により減価償却費が増加したためである。         
　　給水原価は㎥当たり149.04円となり、前年度より7.6円減少している。        
　　以上の結果、㎥当たりの差益は11.59円となっている。                                   

簡易水道事業の過去 4か年の供給単価及び給水原価は、上記のとおりである。        
①　供給単価について       
　　給水収益は、31,112 千円で、前年度に比べ 1,319 千円（4.4％）増加している。その主な理由は、
　コロナ交付金に伴う水道料金減免事業が 2期分から 1期分へ減したためである。        
　　供給単価は㎥当たり 156.33 円で、前年度より 12.59 円増加している。        
②　給水原価について       
　　給水に要する費用は、84,891 千円で、前年度より 193 千円（0.2％）増加している。       
　　給水原価は㎥当たり 426.56 円となり、前年度より 17.92 円増加している。       
　　以上の結果、㎥当たりの差損は 270.23 円となっている。                             
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　上水道事業収益的収入は、予算現額761,509,000円に対し、決算額748,911,805円、収入率 98.3％である。       
その主なものは、営業収益608,228,320円（構成比 81.2％）である。       
　簡易水道事業収益的収入は、予算現額115,367,000円に対し、決算額116,086,467円、収入率100.6％である。       
その主なものは、営業外収益81,850,787円（構成比 70.5％）である。       
　上水道事業収益的支出は、予算現額683,727,000円に対し、決算額617,107,556円、執行率90.3％である。       
その主なものは、営業費用548,438,212円（構成比 88.9％）である。       
　簡易水道事業収益的支出は、予算現額115,367,000円に対し、決算額108,542,520円、執行率 94.1％である。       
その主なものは、営業費用104,001,219円（構成比 95.8％）である。                                



　上水道事業資本的収入は、予算現額606,159,000円に対し、決算額307,935,368円、収入率50.8％である。       
　簡易水道事業資本的収入は、予算現額15,382,000円に対し、決算額15,463,100円、収入率100.5％である。       
　上水道事業資本的支出は、予算現額965,646,000円に対し、決算額646,795,102円、執行率67.0％となって
いるが、建設改良費の翌年度繰越額294,580,000円を除いた不用額は24,270,898円で、執行率は、97.5％で
ある。       
　簡易水道事業資本的支出は、予算現額47,290,000円に対し、決算額43,285,039円、執行率91.5％である。       
　資本的収支において不足する額366,681,673円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
23,263,647円、減債積立金200,000,000円、過年度分損益勘定留保資金143,418,026円で補てんされている。                
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令和５年度の財政状況は、貸借対照表に表示のとおりである。     
     
１　固定資産は、総額8,706,876,569円で、前年度より57,538,509円（0.66％）減少している。     
　　当年度の固定資産は、有形固定資産のみである。 
　　・建物の減少分 14,327,540 円は、その減価償却額の増減差額によるものである。    
　　・構築物の減少分 91,971,230 円は、当年度の配水管布設替等による増減差額（202,980,830 円）    
　　　とその減価償却額の増減差額（294,952,060 円）によるものである。    
　　・機械及び装置の減少分 17,378,322 円は、施設の機器更新及び水道メーター類等の増減差額    
　　　（19,391,794 円）とその減価償却額の増減差額（36,770,116 円）によるものである。    
     
２　流動資産は、総額937,175,485円で、前年度より47,176,046円（5.30％）増加している。     
　　主な内訳は、現金預金753,800,273円で、前年度より75,372,866円（11.11％）増加、次に未収     
　金177,830,135円で、前年度より28,495,051円（13.81％）減少している。

　　資産合計は、9,644,052,054円で、前年度より10,362,463円（0.11％）減少している。     
     
３　固定負債は、総額2,743,794,941円で、前年度より163,187,302円（5.61％）減少している。     
　　主なものは企業債2,640,134,741円で、1年以内に返済期限が到来するものを除いた債務である。     
     
４　流動負債は、総額384,499,755円で、前年度より25,155,900円（6.14％）減少している。     
　　主なものは企業債338,353,602円で、1年以内に返済期限が到来する債務である。                                       
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５　繰延収益は、総額2,978,630,970円で、前年度より33,894,103円（1.13％）減少している。

　　負債合計は、6,106,925,666円で、前年度より222,237,305円（3.51％）減少している。   
   
６　資本金は、総額2,524,100,646円で、前年度より95,997,568円（3.95％）増加している。   
   
７　剰余金は、総額1,013,025,742円で、前年度より115,877,274円（12.92％）増加している。   
　　・　資本剰余金は、総額293,019,210円で、昨年度同額である。   
　　・　利益剰余金は 720,006,532 円で、前年度より115,877,274円（19.18％）増加しており、そ
　　の内訳は減債積立金の取り崩しにより200,000,000円（54.90％）減少、未処分利益剰余金が
　　315,877,274円（131.70％）の増加となっている。  
   
　　資本合計は、3,537,126,388円で、前年度より211,874,842円（6.37％）増加している。   
   
　　負債及び資本の合計は、9,644,052,054円（前年度より10,362,463円、0.11％減少）となり、
　資産合計と合致している。                                        
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（２） 　経 営 の 概 況

　令和５年度の経営状況は、損益計算書の表示のとおりである。
    
　１　営業収益は、総額 584,142,637 円で、前年度より 21,825,673 円（3.88％）増加している。その主
　　なものは、給水収益 583,208,546 円で、前年度より 22,045,582 円 (3.93％) 増加している。             
　２　営業費用は、総額 635,905,537 円で、前年度より 21,682,220 円（3.30％）減少している。このう
　　ち主なものは、減価償却費 348,283,262 円で、前年度より 5,816,530 円（1.70％）増加、次に原水
　　及び浄水費 131,560,655 円で、前年度より 20,625,194 円（13.55％）減少している。             
　　・　営業利益は、51,762,900円の損失となっており、前年度より43,507,893 円（45.67％）改善して
　　　いる。その主な理由は、コロナ交付金に伴う水道料金減免事業を、2期から 1期分に減したた
　　　めである。             
　３　営業外収益は、総額 216,197,360 円で、前年度より 30,162,647 円（12.24％）減少している。             
　４　営業外費用は、総額 51,344,821 円で、前年度より 10,704,254 円（17.25％）減少している。             
　　・　経常利益（営業利益から営業外収支差額を差引いた額）は、113,089,639 円で、前年度より
　　　24,049,500 円（27.01％）増加している。             
　　・　経常利益に附帯事業収支差額 2,987,154 円を加え、特別利益と特別損失の差額199,519円を差
　　　し引いた当年度純利益は 115,877,274 円となり、前年度より 23,939,722 円、（26.03％）増加して
　　　いる。             
　　・　当年度純利益にその他未処分利益剰余金変動額 200,000,000 円と、前年度繰越利益剰余金
　　　239,845,258円を加えた当年度未処分利益剰余金は、555,722,532円となり、前年度より315,877,274
　　　円（131.70％）増加している。なお、この処分については、減債積立金に200,000,000円を積み
　　　立て、資本金に 200,000,000 円を組み入れ、残金 155,722,532 円を翌年度繰越利益剰余金として、
　　　繰越される予定である。             
             
（３） 　経 営 分 析             
             
　　ア　営業収支比率             
 営業収益（584,142,637 円）
　　　　　　　　　　　　　　　　× 100　＝　91.9 （前年度　85.5） 
 営業費用（635,905,537 円）   
　　　※　営業活動の効率の度合いを示すもので、その比率は100を超え大きいほど良好とされている。      
             
　　イ　経常収支比率             
 営業収益（584,142,637 円）＋営業外収益（216,197,360 円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 100　＝　116.5（前年度　112.4） 
 営業費用（635,905,537 円）＋営業外費用（　51,344,821 円）    
　　　※　経常的な収益と費用との度合いを示すもので、その比率は 100 を超え大きいほど良好とさ
　　　　　れている。             
　　　　　             
　　ウ　総収支比率             
 総収益 （804,442,179 円）
　　　　　　　　　　　　　　 　× 100　＝　116.8 （前年度　112.8）
 総費用 （688,564,905 円）         
　　　※　標準比率は、100 以上であること。                                                 
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